
令和４年７月２８日 環境委員会追加資料 

 

１ 所管事務の調査（報告） 

（１）川崎港長期構想の改訂に向けた検討状況について 

 

  

 
   追加資料 民有護岸等の維持管理及び耐震化に関する取り組み 

 

 

 

 

 

 

港    湾    局 

 

 



⺠有護岸等の維持管理及び耐震化に関する取り組み（①維持管理について）

平成２５年 港湾法改正

• 技術基準対象施設（⺠有護岸等も含む）の点検方法の明確化が規定。（第５６条の２の２）
• ⺠有護岸等の維持管理に対し、港湾管理者が勧告、報告徴収、立入検査できることが規定。
（第５６条の２の２１、第５６条の５）

港湾の施設について、老朽化に伴う維持・更新費用の増大が見込まれることから、「予防保全型」の考えを導入した計画的な維持管理に転換していくことが求められるようになった。

平成１８年 港湾法改正
• 技術基準対象施設（⺠有護岸等も含む）は、維持管理計画等に基づき、適切に維持される必要
がある旨が規定。（第５６条の２の２）

平成１９年〜 市有港湾施設の維持管理計画策定
• 川崎市が管理する護岸や岸壁等の維持管理計画を順次策定。

平成２６年７月 【国港技第24号】
「特定技術基準対象施設の維持管理について」

• 耐震強化岸壁に至る航路沿いに立地する等当該施設の重要性等を勘案し、地震に対する安全性等
について詳細に確認する必要があると港湾管理者が判断した場合には、当該施設の詳細な点検の結
果の報告を求めることとする旨が規定。（ガイドライン）

平成２３年３月 東日本大震災発生

※【技術基準対象施設】
港湾施設のうち、港湾法施行令第１９条に掲げられる
施設。（水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施
設、荷さばき施設、保管施設、船舶役務用施設、移動
式施設、旅客乗降用固定施設、廃棄物埋立護岸、海浜、
緑地及び広場）

※【特定技術基準対象施設】
技術基準対象施設のうち、非常災害により損壊した場
合に船舶の交通に支障を及ぼすおそれのあるものとし
て、港湾区域内及び港湾区域外20メートル以内の地域
内に存する外郭施設、係留施設、橋梁・トンネル・鉄
道及び軌道、固定式荷役機械・軌道走行式荷役機械、
廃棄物埋立護岸。

施設の諸元、点検実施状況、維持管理計画の策定
状況、施設の状態

平成２７〜２９年 ⺠有護岸等に対する維持管理
状況の立入検査

⺠間事業所での書類検査及び現場検査実施方法：

確認内容：

立入検査を踏まえたフォローアップ。

平成３０年〜令和２年 ⺠有護岸等に対する維
持管理状況のヒアリング実施

対面等による聞き取り実施方法：
点検実施状況、維持管理計画の策定状況等確認内容：

①維持管理

②耐震化

国の取り組み 市の取り組み

平成２６年 ⺠有護岸等に対する維持管理状況の報告徴収

特定技術基準対象施設を管理する⺠間事業者（８５社）
施設の諸元、点検実施状況、維持管理計画の策定状況

対 象：
確認内容：

港湾法の規定に基づき、川崎港内の⺠有護岸等の維持管理状況に関する報告を求めるもの。

維持管理計画書策定：１４社（１６％）

維持管理計画書策定：４５社（５３％）

川崎港内護岸位置図（公共及び⺠有）

公共護岸
⺠有護岸

維持管理計画書策定中：９社

以降も維持管理に関する問い合わせ等に随時対応している。

（⺠有護岸総延⻑の約１１％）

（⺠有護岸総延⻑の約７０％）
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⺠有護岸等の維持管理及び耐震化に関する取り組み（②耐震化について）

平成２５年 港湾法改正

• 技術基準対象施設（⺠有護岸等も含む）の点検方法の明確化が規定。（第５６条の２の２）
• ⺠有護岸等の維持管理に対し、港湾管理者が勧告、報告徴収、立入検査できることが規定。
（第５６条の２の２１、第５６条の５）

※川崎港において、⺠有護岸等の
耐震改良に係る支援制度の利用実
績はなし。（令和４年８月現在）

• 耐震強化岸壁に至る航路沿いに立地する等当該施設の重要性等を勘案し、地震に対する安全
性等について詳細に確認する必要があると港湾管理者が判断した場合には、当該施設の詳細
な点検の結果の報告を求めることとする旨が規定。（ガイドライン）

①維持管理

②耐震化

国の取り組み 市の取り組み

「特定技術基準対象施設の耐震改修を行った場合の特別償却に係る港湾管理者
による報告の受理及び証明等について」

【Ｈ２６税制改正】
・法人税の特例措置
（特別償却２０％）

【Ｈ３０税制改正】
・法人税の特例措置を令和
４年度まで延⻑

・固定資産税の特例措置を
令和４年度まで延⻑

【Ｈ２７税制改正】
・固定資産税の特例措置
（５年間課税標準2/3）

【Ｈ２６港湾法改正】
・無利子貸付制度
（国:港管:⺠＝3:3:4）

平成３０年 ⺠有護岸等の耐震性に関する報告徴収

港湾計画において大規模地震対策施設として定められている岸壁・桟橋の機能を確保するための
航路・泊地から概ね100ｍ以内に存在する護岸等を報告徴収の対象として設定

対 象：

※対象施設全てにおいて現行の技術基準で求める耐震性が確保されていることを確認。

・施設の点検状況
・建設当時の技術基準への適合状況
・現行の技術基準で求める耐震性の確保状況

確認内容：

千鳥町７号係船桟橋
耐震強化岸壁（事業中）

東扇島３１号岸壁
耐震強化岸壁

耐震強化岸壁の機能を確保するため
の航路、及びその100m以内の区域
（H30市が設定）

報告徴収対象施設

港湾広域防災区域
（基幹的広域防災拠点）

（H20指定範囲）

東扇島９号岸壁
耐震強化岸壁

耐震改良に係る支援制度

平成３０年４月 【国港海第266号】

港湾広域防災区域
（H28追加指定範囲）


